
東日本大震災復興特別区域法改正案 概要 

特例事業者の用地委員会に対する 
収用・使用裁決の申請 

被災関連市町村等による対象事業（特例事業）の 

復興整備計画への記載・告示 

復興整備計画への記載・告示 

遅滞なく、審理開始 
↓ 

権利取得裁決 
土地の所有権又は使用権の取得、 
各筆の土地毎の損失の補償 

等の裁決 
↓ 

特例事業者が用地委員会に対し 
補償金を納付 

↓ 

明渡し（土地利用開始） 

権利取得裁決 

 
補償裁決に係る審理 

↓（６か月経過時点で仮裁決） 

補償裁決 
（土地所有者等に対する各人別の損失の補償等の裁決） 

 ↓ 
用地委員会が土地所有者等に対し補償金を支払 

補償裁決 

２ 週 間 縦 覧 

（異議申出がない場合） 

用地委員会に対し 
補償金を予納 

↓ 
予納後直ちに、 

手続中使用裁決 
↓ 

明渡し（土地利用開始） 

手続中使用裁決 

検討条項 

①集団移転の移転元地の活用促進のため、土地収用法の特例の創設を検討 

②将来の大規模災害発生時の土地の収用・使用の在り方について検討 

復興整備事業の用に供する土地の収用・使用に係る特別の措置 

東日本大震災の被災地における課題 

東日本大震災の被災地では、相続登記未了、所有者不明等の 
事業用地が多数存在 
⇒復旧・復興事業の円滑かつ迅速な実施の妨げ 
 

適正に私有財産との調整を図りつつ、所有者不明のままでも早期の
権利取得・土地利用開始を可能とする制度を創設する必要がある 

境界不明 

Ａ（故人）名義 
相続人Ｂ，Ｃ，Ｄ... 

【参考】 
土地収用法の手続 

 
事前説明会→申請→申請書
の公告と縦覧（→公聴会 
→第三者機関の意見聴取） 

↓ 

事業認定処分・告示 

事業認定処分・告示 

裁決の申請 

遅滞なく、審理開始 
↓ 

権利取得裁決 
土地の所有権又は使用権の
取得、各人別の損失の補償 

等の裁決 

明渡裁決 
↓ 

補償金の支払 

明渡し（土地利用開始） 

権利取得裁決 
・明渡裁決 


